




















































































力調査によると，労働力人口における若者（ここでは 15 歳から 24 歳の労働人口）の割合









あると指摘されている（Bredgaard and Larsen,2007)。日本では 1990 年以降は、大学進
学率が急激に上昇し、18 歳人口の約半数が大学に進学するようになった。新規大学卒業者
と企業との雇用のミスマッチなどが生じているため、新規大学卒業者の就職率が低下傾向
なった。このこともあり、2012 年 2 月には、学生に就業力を付けるためのキャリア教育が




























































































学校基本調査によると 1950 年代以降日本における大学進学率は上昇傾向にあり、 2009
年度に 50％を超えたが、2009 年度頃からはあまり変化は見られない（図 2）。 
マーチン・トロウ（1976）は、18 歳人口の大学への進学率の変化のパターンを次の 3 つ
の段階に分けた。 
(1) エリート段階  15％未満  
(2) 大衆（マス）段階 15％～50％ 





















                                                  
1 School-to-Work とは，1994 年にアメリカで制定された、学校から職業への機会法に基づ
き、各州・学区・学校レベルで実践されている多様なプログラムの総称。 
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∑ （Ct＋Whst）/൫1＋IRR൯୲ୱିଵ୲ୀ଴  ＝ ∑ （Wut－Whst）/൫1＋IRR൯
୲୘ିଵ୲ୀୱ    (1－1) 
ただし、Ct：t 期の大学教育の年間費用、Whst：t 期の高卒者の年収、Wut：t 期の大卒者
の年収、 s：大学の教育年数（＝ 4）、 T：高卒者の勤続年数、を表す。 
実際に、大学卒業労働者と高校卒業労働者の年収を比較すると（表１）、大学卒業労働者と





















































































～19 歳 - 2,110.2 - 
20～24 歳 2,834.6 2,616.7 217.9 
25～29 歳 3,686.4 2,879.9 806.5 
30～34 歳 4,441.6 3,305.1 1,136.5 
35～39 歳 5,373.5 3,692.9 1,680.6 
40～44 歳 6,493.2 4,030.5 2,462.7 
45～49 歳 7,604.5 4,221.3 3,383.2 
50～54 歳 7,979.0 4,436.3 3,542.7 
55～59 歳 7,583.8 4,364.2 3,219.6 
60～64 歳 5,629.4 3,124.2 2,505.2 
65～69 歳 6,116.9 2,827.4 3,289.5 






































































































次に、4 年制大学の新規卒業者の状況を図４のデータに基づいて詳しくみると 2013 年度の
新規大学卒業者に占める就職者の割合は、2010 年度に急激に低下したが、その後４年連続
で上昇し，69.8％（前年度より 2.5 ポイント上昇）となった。 
また、2013 年度の大学卒業生の進路状況をみると、正規の職員等でない者と一時的な仕
事に就いた者、左記以外の者を合算すると、１０万５千人となり、安定的な雇用に就いて
いない者の卒業者に占める割合は、18.6％となった（図 5）。これは前年度より 2.1 ポイン
ト低下しているが、依然として高い水準である。 
















ている（図 6）。しかし、卒業生に占める就職準備中の者の割合は 2013 年度では男女計で
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 ここで失業率と欠員率は互いに負の関係になるという UV 曲線の考え方を新規大学卒業
者において適用する。ここでは縦軸に失業率の代わりに（卒業時）未内定率を、横軸に欠
員率の代わりに企業の未充足率を示す。2000 年から 2014 年までの卒業時点での未内定率



































































































































































































表 2 である。 
 
表２：先行研究 
分析観点 使用データ 先行研究 
労働供給側 
ミクロ 伊藤（2006），荒木・安田（2011） 他 
マクロ 大田（2012），伊藤・出島（2012） 他 
労働需要側 
ミクロ 浦坂・大日（1996），野田（2002） 他 

































































 1) 多数の同質な労働者と，多数の同質な生産者が存在する。  
2) 各労働者と各生産者は生産物価格や労働サービスの価格を所与とする 。 
3) 全ての労働者と生産者は，労働供給と労働需要を決める際に必要となる情報を全
て知っている。 
































































































就職準備中の者 合計 男性 女性 
準備中の者（人） 37,638 23,347 14,291 



























い入れ数（新規の就業者数）M を求職者数 U と欠員数 V の関係で説明し、関数として設定
したものである（Peterongolo & Pissarides,2001）。 













新卒者のうち就職希望者を St とし、そして同期の就職者数を Mt とした時、Vt，St，Mt の
間の関係は、次のような関数によって表現されるものとする。 
Mt＝m(St，Vt)    （5－1） 
ここで関数 m の正確な形状は不明であるが、マッチング関数は、生産関数と類似しており、
コブ＝ダグラス型欠員と失業を示す関数として採用する (Blanchard and Diamond,1987)
とされているように、多くの研究でマッチング関数はコブ＝ダグラス型が使われている（例














 Mt/St＝ｃ＋μVt/St  (5－2) 
ここで、Mt/Stは就職率、ｃは定数でマッチングの効率性を表わし、 Vt/Stは求人倍率、εt
は撹乱項である。さらに、Petrongolo and Pissarides（2001）にしたがって(5－2)式の右辺
に structural variables を加える。 









 Mt ＝m（ St，Vt ）をコブ=ダグラス型とし、 








定する(Petrongolo and Pissarides,2001)。 
  ln (Mt/St)＝lnｃ＋μ1ln St ＋μ2ln (Vt/St )＋structural variables. ＋εt（5－7） 
ここでμ1 は推定式における求人数の変数、μ2 は推定式における求人倍率の変数、
structural variables.は、就職率に影響を与える変数とし、ここでは新規学卒者に関わる要
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影響を及ぼすことが考えられる。本稿では 60 歳から 64 歳までの就業率（男女計）を変数
として用いることとした。労働力調査（図 16）によると就業率（男女計）は 2004 年度以
降上昇傾向となっている。 
以上を整理すると今回は、新規大学卒業者の視点で大学進学率、1 人当たりの実質月間収




































































































































































































































































































































































就職率（男女計） -3.6527** -1.4871 0.0949 -3.6824** -1.9018 -0.0812 -2.1929 -1.9463**
就職率（男性） -2.6176 -0.9494 -0.8498 -3.7259** -1.3407 -0.2359 -1.3465 -1.2049
就職率（女性） -2.5741 -3** -0.1860 -4.6967*** -4.7399*** 0.1392 -4.3219*** -1.4028
大学進学率 
（男女計） 
-0.4359 0.5538 5.2405 -1.2612 -0.0464 3.1092 -2.5616 2.5643
大学進学率 
（男性） 
-1.5587 -1.2957 3.1877 -2.0690 -1.3967 1.8503 -1.1902 1.0829
大学進学率 
（女性） 
0.3916 1.1255 2.3975 -0.3223 2.1972 6.0371 -1.0513 0.4940
一人当たりの実質
月間収入 
-1.3433 -4.3874*** 1.3823 -1.3463 -3.5559** 1.6505 -0.9841 -0.3885
実質経済成長率 -5.712*** -4.8078*** -4.0731*** -5.712*** -4.8049*** -4.0134*** -5.4639*** -3.2649***
60-64 歳就業率 -1.3799 -1.7491 0.0949 -1.2595 -1.9372 -0.1674 -1.3642 -1.3194
新規有効求人倍率 -3.4759* -3.5294** -0.7681 -2.7822 -2.9164* -0.7500 -3.4913** -2.3078**
20-24 歳完全失業
率（男女計） 
-0.5200 -1.3508 1.2146*** -0.5200 -1.4384 1.1360*** -1.2698 -0.6680
20-24 歳完全失業
率（男性） 
-1.0305 -1.4787 1.1294*** -1.1369 -1.4829 1.0960*** -1.3127 -0.6705
20-24 歳完全失業
率（女性） 
-0.6719 -1.3901 0.9203*** -0.7814 -1.4003 0.8851*** -1.0576 -0.7570
新卒求人倍率 -2.8553 -2.6890*** -1.5227 -1.7542 -1.6146 -1.1023 -1.8713 -1.6209***
新卒求職者数 0.7900 -2.5994 1.1707 0.7900 -2.3678 1.7655 -0.0995 -1.6257***
大手求人倍率 -3.7956** -2.1379 0.6855 -2.5894 -2.1474 0.8456 -3.7472** -1.6268***
中小求人倍率 -3.0038 -2.8355* -0.5072 -1.9600 -2.0321 -0.3024 -3.1394* -2.8662***
IRR（男性） -3.5718** -1.9046 -0.0584 -3.6307** -3.4072** -0.0498 -2.1504 -1.9267*
IRR（女性） -6.3174*** -6.3343*** -0.11647 -6.3156*** -6.3234*** -0.3833 -6.3667*** -5.5481***

















表５：単位根検定 1 回階差 
単位根検定 












-4.200*** -4.206*** -1.2600 -4.4321*** -4.4439*** -3.0277*** -4.2686*** -4.2386***
大学進学率
（男性）(1) 
-4.4962*** -4.5343*** -3.8404*** -4.7685*** -4.7840*** -3.9547*** -4.5609***  -1.6707*
大学進学率
（女性）(1) 
-3.3779* -2.8963* -1.6496* -3.4216* -2.8559* -1.3946 -3.4595** -2.7649***
60-64 歳就業
率(1) 
-4.3818*** -3.8455*** -3.8964*** -4.3818*** -3.8047*** -3.8570*** -4.4572*** -3.8604***
                  







































結果、採用した推定式Ⅱ－1（表 8）及び、ケース B で検討した推定式Ⅱ‐２（表 9）、Ⅱ‐

























































前）(1) q1 － － －     
        
1 人当たり実質月
間収入   q2 － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋  
      
＋ 
 
実質経済成長率 x1 ＋   ＋          ＋ ＋ 
60－64 歳就業率 
(1) x2 －   ＋ ＋  ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ 
20－24歳完全失業
者数 S1 － － － －    
        
新規有効求人倍率 (V/S)1 ＋  ＋             
新卒求職者数 S2 －    － － － － －   －  －  
新卒求人倍率  (V/S)2 ＋               
新卒求人倍率（大
手企業）  (V/S)3 ＋       ＋  ＋
     
新卒求人倍率（中
小企業）  (V/S)4 ＋    
           
教育内部収益率
（IRR） q3 ＋    
         
＋ ＋ 
 


































Mt/St＝c ＋μ(V／S)1t ＋γ1q1t ＋γ2q2t＋σ1x1t＋σ2x2t＋εt ・・（5－9） 
 
表７：推定式 I：線形モデルを適用した実証分析結果 
被説明変数：就職率   期間：1970－2013 サンプルサイズ 44 
  男女計 男性 女性 
大学進学率（4 年前）(1) -2.945 ※※※ -1.859 ※※ -4.431 ※※※ 
q1t (0.897 ) (0.762 ) (0.947 ) 
1 人当たりの実質月間収入 -0.000001 ※※※ -0.000001 ※※※ 0.000001 ※※※ 
q2t (0.000 ) (0.000 ) (0.000 ) 
実質経済成長率 0.001 0.004 0.003 
x1t (0.003 ) (0.003 ) (0.002 ) 
60－64 歳就業率(1) 1.382 -1.160 3.209 ※※※ 
x2t (1.427 ) (1.643 ) (0.956 ) 
新規有効求人倍率 0.047 0.111 ※※※ 0.044 ※※※ 
(V／S)1t (0.034 ) (0.036 ) (0.021 ) 
定数項 0.967 ※※※ 0.953 ※※※ 0.374 ※※※ 
    (0.091 )   (0.125 )   (0.069 )   
D.W. 0.598 0.473 0.880 
Adjusted R2   0.435   0.503   0.654   


















被説明変数：就職率（対数） 期間：1970－2013 サンプルサイズ 44 
 男女計 男性 女性 
大学進学率（4 年前）(1) -1.181 ※ -0.213 ※※※ 0.029 
q1t (0.619 ) (0.049 ) (0.095 ) 
1 人当たりの実質月間収入 0.000002 ※※※ 0.000001 ※※ 0.000004 ※※※ 
q2t (0.000 ) (0.000 ) (0.000 ) 
実質経済成長率 0.000 -0.001 0.006 ※ 
x1t (0.002 ) (0.002 ) (0.003 ) 
60－64 歳就業率(1) 0.511 0.861 3.832 ※※ 
x2t (0.911 ) (0.879 ) (1.715 ) 
20－24 歳完全失業者（対数） -0.368 ※※※ -0.260 ※※※ -0.271 ※※※ 
S1t (0.028 ) (0.032 ) (0.071 ) 
新規有効求人倍率（対数） 0.044 0.057 ※※ 0.026 
(V／S)1t  (0.028 ) (0.023 ) (0.047 ) 
定数項 3.788 ※※※ 2.623 ※※※ 1.816 ※※ 
   (0.284 )   (0.329 )   (0.690 )   
D.W. 0.806 0.963 0.741 
Adjusted R2  0.908   0.960   0.676   
※※※は 1%水準，※※は 5%水準，※は 10%水準を表わす．（  ）内は標準誤差 
 
男女計では、1 人当たりの実質月間収入が 1%水準でプラスに有意、20-24 歳失業者数（対
数）が 1%水準でマイナスに有意で、大学進学率（4 年前）(1)は、10％水準でマイナスに有
意、それ以外の項目は有意ではなかった。大学進学率（1）が係数－1.181 と大きなマイナ
スの影響を与える結果となった。男性では、大学進学率（4 年前）(1)と 20-24 歳失業者数
76
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（対数）は、1％水準でマイナスに有意、1 人当たりの実質月間収入と新規有効求人倍率（対


















5.4 ケース B（求人倍率と求職者数の検討） 











ln (Mt/St)＝lnｃ＋μ1ln S2t ＋μ2ln (V/S)2t＋γ1q1t＋ γ2q2t ＋ σ1x1t＋ σ2x2t＋εt  
・・（5－11） 
 







被説明変数：就職率（対数）  期間：1986－2013 サンプルサイズ 28 
男女計 男性 女性 
大学進学率（4 年前）(1) -0.251 0.139 -1.567 
q1t (1.155 ) (0.733 ) (2.156 ) 
1 人当たりの実質月間収入 0.000002 ※※ 0.000004 ※※※ 0.000001 
q2t (0.000 ) (0.000 ) (0.000 ) 
実質経済成長率 0.081 -0.099 0.345 
x1t (0.321 ) (0.287 ) (0.365 ) 
60－64 歳就業率(1) 5.988 ※※※ 5.028 7.499 ※※※ 
x2t (1.761 ) (1.589 ) (1.991 ) 
新卒求職者数（対数） -0.507 ※※※ -0.685 ※※※ -0.229 ※※ 
S2t (0.087 ) (0.078 ) (0.102 ) 
新卒求人倍率（対数） 0.045 0.049 0.042 
(V／S)2t (0.062 ) (0.056 ) (0.071 ) 
定数項 5.376 ※※※ 1.053 ※※※ 0.072 
  (1.216 )   (0.334 )   (0.333 )   
D.W. 0.926 1.171 0.715 
Adjusted R2 0.841   0.906   0.933   































被説明変数：就職率（対数） 期間：1995－2013 サンプルサイズ 19 
 男女計 男性 女性 
大学進学率（4 年前）(1) 4.600 3.530 4.133 
q1t (3.521 ) (2.251 ) (4.511 ) 
1 人当たりの実質月間収入 -0.000001 0.000001 -0.000003 
q2t (0.000 ) (0.000 ) (0.000 ) 
実質経済成長率 0.259 0.094 0.335 
x1t (0.388 ) (0.343 ) (0.425 ) 
60－64 歳就業率(1) 4.881 ※※ 5.071 ※※ 4.823 ※ 
X2t (2.103 ) (1.905 ) (2.225 ) 
新卒求職者数（対数） -1.477 ※※ -1.449 ※※ -1.172 
S2t (0.619 ) (0.517 ) (0.685 ) 
新卒求人倍率（大手企業・対数） 0.216 ※ 0.132 0.286 ※※
(V／S)3t (0.104 ) (0.088 ) (0.130 ) 
定数項 19.089 ※※ 18.091 ※※ 15.591 
   (8.891 )   (7.488 )   (9.663 )   
D.W. 1.459 1.748 1.104 
Adjusted R2  0.485   0.668   0.486  

























被説明変数：就職率（対数） 期間：1995－2013 サンプルサイズ 19 
男女計 男性 女性 
大学進学率（4 年前）(1) 1.863 2.988 -1.871 
q1t (3.802 ) (2.433 ) (4.329 ) 
1 人当たりの実質月間収入 0.000001 0.000001 0.000000 
q2t (0.000 ) (0.000 ) (0.000 ) 
実質経済成長率 0.173 0.012 0.231 
x1t (0.508 ) (0.416 ) (0.551 ) 
60－64 歳就業率(1) 6.220 ※ 5.346 ※ 6.695 ※ 
x2t (2.974 ) (2.482 ) (3.259 ) 
新卒求職者数（対数） -0.634 -1.012 ※ -0.002 
S2t (0.535 ) (0.453 ) (0.080 ) 
新卒求人倍率（中小企業・対数） 0.024 0.036 -0.040 
(V／S)4t (0.072 ) (0.061 ) (0.547 ) 
定数項 7.361 12.111 ※ 0.026 
    (7.870 )   (6.722 )   (7.978 )   
D.W. 1.050 1.392 0.798 
Adjusted R2 0.307  0.617  0.278   
※※※は 1%水準，※※は 5%水準，※は 10%水準を表わす．（  ）内は標準誤差 
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のみとし、設置主体を私立大学として算出した IRR を用いた。 
 
推定式Ⅲ 








推定式Ⅲ  男性  女性 
IRR 14.564 ※※※ 15.375  ※※※ 
q3t (1.430 ) (3.006 )
1 人当たりの実質月間収入 0.000003 ※※※ -0.0000004 
q2t (0.000 ) (0.000 )
実質経済成長率 0.296 ※※ 0.746  ※※※ 
x1t (0.123 ) (0.254 )
60－64 歳就業率(1) 1.279 ※ 3.474  ※※ 
x2t (0.735 ) (1.568 )
新卒求職者数（対数） -0.203 ※※※ 0.040  
S2t (0.055 ) (0.085 )
新卒求人倍率（対数） -0.017 -0.061  
(V／S)2t (0.024 ) (0.052 )
定数項 0.645 -1.846  
   (0.760 )   (1.231 )   
D.W. 1.989 1.276  
Adjusted R2  0.984   0.870    





1 人当たりの実質月間収入は、男性で 1％水準で、実質経済成長率は、男性では 5％水準で、












(1) ケース A からは、新規大学卒業者にマッチング関数を適用するにあたり、コブ＝ダグラ
ス型の推定式が線形と比較すると現実をより説明する結果となった。 
















(5) ケース B において、推定式Ⅱ－４式からは、有意になった要因が他のモデルよりも少な
く、また、決定係数の値も低かったことから新卒求人倍率（中小企業）を用いた推定式
では現状を十分に説明できないと推測される。 












































                                                  
4平成 22 年 11 月 29 日文部科学省 今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方に
ついて（答申案）、資料：若者の社会的・職業的自立や学校から社会・職業への移行を巡る
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